
◎土地改良法の一部を改正する法律 
（平成三〇年六月八日法律第四三号）   

一、 提案理由（平成三〇年五月一〇日・衆議院農林水産委員会） 

○齋藤国務大臣 土地改良法の一部を改正する法律案につきまして、その提案の理由及

び主要な内容を御説明申し上げます。 

 土地改良区は、土地改良法に基づき土地改良事業を施行することを目的に、地域の耕

作者や農地の所有者を組合員として設立される公共的な法人であり、農業用用排水施設

等の維持管理を通じて、良好な営農環境の確保に寄与してきたところです。 

 近年の高齢化による離農や農地の利用集積が進展する中で、土地改良区の組合員につ

いても土地持ち非農家の増加が見込まれます。このような状況の中で、土地改良施設の

維持管理や更新を適切に行っていくためには、耕作者の意見が適切に反映されるような

業務運営を確立することが求められています。 

 また、土地改良区の業務執行体制が脆弱化しており、適正な業務運営を確保しつつ、

より一層の事務の効率化や改善を図ることが求められています。 

 こうした状況を踏まえ、土地改良区の業務運営の適正化を図る観点から、土地改良区

の組合員資格の交代の円滑化を図りつつ、土地改良区の体制の改善を図る措置を講ずる

ため、この法律案を提出した次第であります。 

 次に、この法律案の主要な内容につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、土地改良区の組合員資格に関する措置であります。 

 土地改良区は、貸借地の所有者又は耕作者で事業参加資格を有しないものを准組合員

として加入させることができることとします。また、事業参加資格を所有者から耕作者

へ交代する場合の農業委員会の承認制を届出制とするとともに、農地中間管理機構が農

地の貸借を行う場合の組合員の資格得喪通知について、農地中間管理機構が単独で通知

できることとします。 

 さらに、土地改良区の理事定数の五分の三以上は原則として耕作者たる組合員とする

とともに、土地改良区は、総会の議決を経て、農業用水の利用の調整に関し利水調整規

程を定めることとします。 

 このほか、土地改良区は、地域住民を構成員とする団体で土地改良施設の管理に関連

する活動を行うものを施設管理准組合員として加入させることができることとします。 

 第二に、土地改良区の体制の改善に関する措置であります。 

 総代会の設置要件及び総代定数を見直すとともに、総代の選挙について選挙管理委員

会の管理を廃止することとします。 

 また、二以上の土地改良区が、土地改良事業のほか、土地改良区の事業の一部を行う

ため、土地改良区連合を設立することができることとします。 

 さらに、土地改良区は、決算関係書類として、収支決算書等に加え、原則として貸借

対照表を作成するとともに、監事のうち一人以上は原則として員外監事を選任すること



とします。 

 以上が、この法律案の提案の理由及び主要な内容であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決いただきますようお願い申し上げます。 

二、 衆議院農林水産委員長報告（平成三〇年五月一八日） 

○伊東良孝君 ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、最近における農業、農村をめぐる状況の変化に鑑み、土地改良区の業務運営

の適正化を図るため、土地改良区の准組合員及び施設管理准組合員の資格について定め

るとともに、土地改良区の総代会の設置及び土地改良区連合の設立に係る要件の緩和等

の措置を講ずるものであります。 

 本案は、去る五月九日本委員会に付託され、翌十日齋藤農林水産大臣から提案理由の

説明を聴取し、十五日質疑を行いました。質疑終局後、採決いたしましたところ、本案

は全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三〇年五月一五日） 

 農地・農業用水は、農業生産に欠くことのできない基礎的な資源であり、農業・農村

をめぐる状況が変化する中で、将来にわたって良好な営農条件を備えた農地・農業用水

を確保していくためには、土地改良区の業務運営の適正化を図ることが必要である。 

 よって、政府は、本法の施行に当たり、左記事項の実現に万全を期すべきである。 

     記 

一 土地改良法が事業参加資格者は耕作者とすることを原則としている趣旨を踏まえ、

土地改良区の業務運営について、耕作者の意見が適切に反映されるよう、准組合員資

格創設の趣旨について周知徹底すること。 

二 財務会計制度の見直しに当たっては、複式簿記会計の円滑な導入が図られるよう、

研修の実施等必要な支援を行うこと。 

三 本法施行後五年を目途とした検討に当たっては、耕作者への資格交替の進展状況を

踏まえ、地域ごとに土地改良区の適正な業務運営が確保されるよう、組合員資格の在

り方の更なる見直しも含め必要な措置を講じること。 

 右決議する。 

三、 参議院農林水産委員長報告（平成三〇年六月一日） 

○舞立昇治君 ただいま議題となりました法律案につきまして、農林水産委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、土地改良区の業務運営の適正化を図るため、土地改良区の准組合員及び

施設管理准組合員たる資格について定めるとともに、土地改良区の総代会の設置及び土

地改良区連合の設立に係る要件の緩和等の措置を講じようとするものであります。 



 委員会におきましては、准組合員制度を導入する意義、土地改良区の貸借対照表作成

に対する支援体制、土地改良施設の維持管理の在り方等について質疑が行われましたが、

その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（平成三〇年五月三一日） 

 農地・農業用水は、農業生産に欠くことのできない基礎的な資源であり、農業・農村

をめぐる状況が変化する中で、将来にわたって良好な営農条件を備えた農地・農業用水

を確保していくためには、土地改良区の業務運営の適正化を図ることが必要である。 

 よって政府は、本法の施行に当たり、次の事項の実現に万全を期すべきである。 

一 土地改良法が事業参加資格者は耕作者とすることを原則としている趣旨を踏まえ、

土地改良区の業務運営について、耕作者の意見が適切に反映されるよう、准組合員資

格創設の趣旨について周知徹底すること。 

二 財務会計制度の見直しに当たっては、複式簿記会計の円滑な導入が図られるよう、

研修の実施等必要な支援を行うこと。 

三 本法施行後五年を目途とした検討に当たっては、耕作者への資格交替の進展状況を

踏まえ、地域ごとに土地改良区の適正な業務運営が確保されるよう、組合員資格の在

り方の更なる見直しも含め必要な措置を講じること。 

  右決議する。 

 


